
更新申請送付票     （送付日）令和  年  月  日   

許 可 番 号 般・特 第        号 許可年月日 Ｈ・Ｒ   年    月    日 

会 社 名  

担 当 者 

（ 代 理 人 ） 
 

連 絡 先 
※日中連絡の取れる電話番号を記入ください（携帯番号でも可） 

電話:         ＦＡＸ:         mail：               

（宛先）〒163－8001 東京都新宿区西新宿２－８－１ 

東京都都市整備局市街地建築部建設業課 審査担当２番窓口【更新申請在中】 

※封筒表に許可年月日の日付を朱書きで記入ください（例：「許可日 １２/１」等） 
 

（送付内容チェック表） ※封入時にチェック欄に✔し、ご確認ください。 

□ 更新申請送付票（本紙） 

□ 副本返送用レターパック（返送先をご記入下さい。） 

□ 正本、副本、確認資料、電算入力用紙＊    ＊届出書式のうち、入力 と記載あるものについてコピーをしたもの 

チェック 項   目 説   明 

□ 許可申請書 様式第一号 ※令和2年10月1日より新様式のため注意 

□ 役員等の一覧表 別紙一 
顧問、相談役、100分の５以上の個人株主を含む。

監査役は含みません。 

□ 営業所一覧表（更新） 別紙二(2)  

□ 専任技術者一覧表 別紙四  

□ 使用人数 様式第四号  

□ 誓約書 様式第六号 ※令和2年10月1日より新様式のため注意 

□ 令第３条に規定する使用人の一覧表 様式第十一号 従たる営業所を設けている場合に必要。 

□ 定款  既申請分と同一内容の場合、コピーで可 

□ 営業の沿革 様式第二十号  

□ 所属建設業者団体 様式第二十号の二  

□ 健康保険等加入状況 様式第七号の三 
※確認資料が必要。令和2年10月1日より新

様式となり、書士印の代理押印不可 

□ 主要取引金融機関名 様式第二十号の三  

□ 別とじ表紙   

□ 常勤役員等（経管）証明書（イ該当の者） 様式第七号 ※ロ該当の場合、様式七号の二第一面～第四面 

□ 常勤役員等の略歴書（イ該当の者） 〃 別紙 ※ロ該当の場合、別紙一（常勤役員等）及び別紙二（直接補佐者） 

□ 

技術者の要件を証明する書類 

イ 資格者証等の写し 

 ロ 卒業証明書(原本) 

 ハ 実務経験証明書(様式第九号)  

 ホ 監理技術者資格者証の写し 

 既申請分と同一内容の場合、コピー可 

□ 許可申請者の住所、生年月日等に関する調書 様式第十二号 経管を除く役員等の一覧表に記載した全員分 

□ 令第３条に規定する使用人の調書 様式第十三号 役員と重複する場合は不要 

□ 株主(出資者)調書 様式第十四号  

□ 履歴事項全部証明書（原本） 法務局発行 受付日より３月以内に発行されたもの 

□ 

（確認資料） 

□登記されてないことの証明書（又は医師の診断書）および身分証明書 ※役員等全員分 

□常勤役員等（経管、補佐者）、専技、令3条の使用人（従たる営業所がある場合）の常勤確認資料  

※10月1日以降受付分より「住民票」及び令3条の使用人の「委任状」は提出不要です。 

□登記上（個人の場合は住民票上）の所在地以外に営業所がある等場合、賃貸借契約書・建物謄本等 

□役員等氏名一覧表 ※別紙１の「役員等の一覧表」とは別様式です 

□健康保険等の加入状況の確認資料 ※10月1日以降受付分より提出が必要となります。未加入の方は 

許可要件を満たしませんのでご注意ください。 

□ 
電算入力用紙各１部（計２枚） 

許可申請書、健康保険等加入状況の写し 

様式第一号 

様式第七号の三 
押印は不要。 

□ 副本（申請者保管用） 確認資料を除く上記書類（正本）をコピーしたものを一部 

※提出期限は、有効期間満了の30日前(土日祝日の場合は翌開庁日)までです。 

 

【注意】・東京都に到達後、書類の補正等のご連絡をしますので、書類一式のコピーをお手元に保管しておいて下さい。 

・事実と異なる内容の申請・届出を行った場合、許可の取消などの監督処分や罰則(懲役または罰金)の対象となる可能性があります。 

 

 

 

入力 

入力 



 

（送付先）下記を切り取って封筒へ貼って送付してください。 

 

〒163－8001 

東京都新宿区西新宿２－８－１ 

東京都都市整備局市街地建築部建設業課  

審査担当２番窓口【更新申請在中】 

電話番号 03-5321-1111 内）30-693 

 


